
別 記 様 式 第 十 六 号 の 四 別 表 ß 中

「 土 地 ××× ××

× 」 を

「 土 地
リ ー ス 資 産
減価償却累計額

×××
×××
×××

×××
×××
×××

」

に 、

「 の れ ん ××× ×××

」 を

「 の れ ん
リ ー ス 資 産

×××
×××

×××
×××

」

に 、

「 短 期 借 入 金 ××× ××× 」 を

「 短 期 借 入 金
リ ー ス 債 務

×××
×××

×××
××× 」

に 、

「

長 期 借 入 金 ××× ××× 」 を

「 長 期
リ ー

借 入 金
ス 債 務

×××
×××

×××
××× 」

に 改 め る 。
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別 記 様 式 第 十 五 号 別 表 Ý 中 記 載 要 領 ４ 注 ６ を 記 載 要 領 ４ 注 1
0 と し 、 記 載 要 領 ４ 注 ５ を 記 載 要 領 ４ 注

９ と し 、 記 載 要 領 ４ 注 ４ を 記 載 要 領 ４ 注 ８ と し 、 同 表 記 載 要 領 ４ 注 ３ 中 ` を c と し 、 同 注 _ 中「及び」
を「又は」 に 改 め 、 同 注 _ を 同 注 b と し 、 同 注 ^ を 同 注 a と し 、 同 注 ] 中「手形遡及債務」 を「手形

†求債務」 に 改 め 、 同 注 ] を 同 注 ` と し 、 同 注 を 同 表 記 載 要 領 ４ 注 ７ と し 、 同 表 記 載 要 領 ４ 注 ２ の 次

に 次 の よ う に 加 え る 。

注３ 一般に公正妥当と認められる会計方針を他の一般に公正妥当と認められる会計方針に変更
した場合に、次に掲げる事項を記載すること。ただし、重要性の乏しい事項は記載を要せず、
また、会計監査人設置会社以外の株式会社にあつては、�ロ及びハに掲げる事項を省略するこ
とができる。
{ 当該会計方針の変更の内容
| 当該会計方針の変更の理由
} †及適用をした場合（~又は�に該当する場合を除く。）には、次に掲げる事項
イ 貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び注記表の主な項目に対する前事
業年度における影響額
ロ 前事業年度の期首における純資産額に対する累積的影響額

~ 当事業年度の期首における†及適用による累積的影響額を算定することができ、かつ、
前事業年度の期首における累積的影響額を算定することが実務上不可能な場合には、次に
掲げる事項
イ 貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び注記表の主な項目に対する当事
業年度における影響額
ロ 当事業年度の期首における純資産額に対する累積的影響額
ハ 前事業年度の期首における†及適用による累積的影響額を算定することが実務上不可
能な理由並びに当該会計方針の変更の適用方法及び適用開始時期

� 当事業年度より前の事業年度の全部又は一部について†及適用をしなかつた場合には、
次に掲げる事項（当該会計方針の変更を会計上の見積りの変更と区別することが困難なと
きは、ロに掲げる事項を除く。）
イ 貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び注記表の主な項目に対する影響
額
ロ 当事業年度より前の事業年度の全部又は一部について†及適用をしなかつた理由並び
に当該会計方針の変更の適用方法及び適用開始時期
ハ 当該会計方針の変更が当事業年度の翌事業年度以降の財産又は損益に影響を及ぼす可
能性がある場合であつて、当該影響に関する事項を注記することが適切であるときは、
当該事項

注４ 一般に公正妥当と認められる表示方法を他の一般に公正妥当と認められる表示方法に変更
した場合に、次に掲げる事項を記載すること。ただし、重要性の乏しい事項は、記載を要しな
い。
{ 当該表示方法の変更の内容
| 当該表示方法の変更の理由
} 貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び注記表の主な項目に係る前事業年
度における金額

~ 前事業年度における表示方法の変更が実務上不可能な場合には、その理由
注５ 会計上の見積りの変更をした場合に、次に掲げる事項を記載すること。ただし、重要性の
乏しい事項は、記載を要しない。
{ 当該会計上の見積りの変更の内容
| 当該会計上の見積りの変更の貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び注記
表の項目に対する影響額

} 当該会計上の見積りの変更が当事業年度の翌事業年度以降の財産又は損益に影響を及ぼ
す可能性があるときは、当該影響に関する事項

注６ 誤d
びゆ

の
う

訂正をした場合に、次に掲げる事項を記載すること。ただし、重要性の乏しい事項
は、記載を要しない。

{ 当該誤d
びゆ

の
う

内容
| 貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び注記表の主な項目に対する前事業
年度における影響額

} 前事業年度の期首における純資産額に対する累積的影響額

別 記 様 式 第 十 五 号 別 表 ó 中 「前期期末残高 」 を 「当期首残高 」 に 、「当期期末残高 」 を 「当期末残高 」

に 改 め る 。

別 記 様 式 第 十 六 号 の 四 別 表 æ 中 「前期末残高 」 を 「当期首残高 」 に 改 め 、 同 表 （ 記 載 上 の 注 意 ） 12 m

を 次 の よ う に 改 め る 。

13 .株主資本以外の各項目のうち、その他有価証券評価差額金について、主な変動事由及びその金
額を表示する場合、時価評価の対象となるその他有価証券の売却又は減損処理による増減は、原
則として、以下のいずれかの方法により計算すること。
\ 損益計算書に計上されたその他有価証券の売却損益等の額に税効果を調整した後の額を表示
する方法

] 損益計算書に計上されたその他有価証券の売却損益等の額を表示する方法
この場合、評価・換算差額等に対する税効果の額を、別の変動事由として表示する。また、
当該税効果の額の表示は、評価・換算差額等の内訳項目ごとに行う方法又はその他有価証券評
価差額金を含む評価・換算差額等に対する税効果の額の合計による方法のいずれによることも
できる。
また、繰延ヘッジ損益についても同様に取り扱う。
なお、税効果の調整の方法としては、例えば、評価・換算差額等の増減があつた事業年度の法
定実効税率を使用する方法、繰延税金資産の回収可能性を考慮した税率を使用する方法等がある。
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